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平成１８年
５月３１日まで

非常用照明

自家発電設備

非常用照明が点灯するか
【作動確認】

発電機が起動するか
【作動確認】

↓建築設備の法定点検対象部位 ↓建築物点検マニュアルの内容

非常用照明及び発電機は専門
的技術を必要とする部分ですの
で、他法令（消防法・電気事業
法）による点検結果をもって支
障がない状態を確認してくださ
い。

　建築基準法及び官公庁施設の建設等に関する法律に基づき、平成１８年５月３１日までに定期
点検が必要な建築設備は次の部位（建築物点検マニュアルから該当部分を抜粋）となります。
　建築物点検マニュアルの内容を確認のうえ点検を実施してください。

　本号では、法定点検が平成１８年５月３１日まで※に迫っている建築設備の点検方法について
簡単に解説します。（昇降機については、建築物点検マニュアル（平成１７年６月１日付、国営
保第１２号）で他法令に基づく定期点検結果をもって支障がない状態を確認することとされてい
るため、今回は解説を省略します。）
　なお、「保全の基準」（平成１７年国土交通省告示第５５１号）に基づく法定点検以外の建築
設備の点検もできるだけ法定点検と同時に実施してください。

平成１７年６月１日に建築基準法第１２条及び官公庁施設の建
設等に関する法律第１２条の一部が改正され、
建築物等の①敷地・構造、②昇降機、③建築設備について、定
期点検が義務づけられました。
　対象建築物は、官庁施設の場合、特殊建築物で、その用途に
供する部分の床面積が100㎡を超えるもの、事務所その他これ
に類する建築物で階数２以上又は200㎡以上の建築物です。
　点検周期は、平成１７年６月１日以降から上記①は３年以
内、②③は１年以内（H18.5.31まで）です。
　点検資格者は、１級又は２級建築士、国土交通大臣が定める
資格者（特殊建築物等調査資格者、昇降機検査資格者、建築設
備検査資格者）か、国の建築物等の維持保全に関して２年以上
の実務経験を有する者です。

　※建築設備の場合は、建物自体が建築基準法第１８条の検査済証の日付が平成１７年６月１日（法施行
日）から１年以内の場合は、当該検査済証の日付から２年以内までに点検すればよいことになっています。



　注）各吹き出し内の【　】内は主たる確認方法、〔　〕内は安全上及び業務上支障がない範囲で行う確認方法を示しています。

排気口・給気口

ﾀﾞﾝﾊﾟｰ・防火ﾀﾞﾝﾊﾟｰ

給水配管・排水配管

換気扇・送風機等

排煙機

・排気口、給気口、防虫網等に通気不良となる塵埃又
はその他の障害物がないか。【目視】
・排気口、給気口に割れ等の著しいき裂その他の損
傷、変形若しくは腐食がないか。【目視】

・ﾀﾞﾝﾊﾟｰの開閉不良等、作動不良をおこしていないか。
【目視】〔作動確認〕
・防火ﾀﾞﾝﾊﾟｰが閉状態になっていないか。【目視】
・ダクトとの接続部のボルト、ナットにゆるみがない
か。【目視】〔触手〕

・給水配管、排水配管から水漏れがないか。【目視】
・給水配管、排水配管の保温材が濡れていないか。
【目視】【触手】

・排煙機は正常に作動するか。【作動確認】
・排煙風道及び支持金物等に著しい損傷、変形、腐食が
ないか。【目視】
・予備電源での起動、運転が可能か。【作動確認】

・便所、湯沸室使用時に換気扇、送風機等が作動
し、排気を行っているか。【作動確認】

　スイッチを入れて作動するかを確認します。

「排気口または給気口」
昆虫や鳥が入らないように金網があるが、腐食して
脱落していないか。
また、器具自体に損傷等がないかを確認します。

「ダクトとの接続部」
ボルトのゆるみがないか等を確認してください。

「防火ダンパーのハンドル部」
Ｏ（OPEN）、Ｓ（SHUT）の表示になっていますが、
Ｏ（OPEN）の状態になっているか、確認します。

＜ダンパーの種類＞
VD(ボリュームダンパー)風量調整ダンパー
　ダクト内の空気の流れる量を調整するダンパー
ＦＤ(ファイヤーダンパー)防火ダンパー
　火災によりダクト内の温度が上昇した時、ヒューズ又は形状記憶
合金の作動により閉鎖するダンパー
ＳＤ(防煙ダンパー)煙感知器連動ダンパー
　煙感知器の信号に連動して自動的に閉鎖するダンパー
ＣＤ(チャッキダンパー) 逆流防止ダンパー
　ダクト内の空気が反対方向から入るのを防止するダンパー

「排水配管」
このような腐食がないか、水漏れがないかを確認して
ください。
天井点検口又は床下点検口がある場合は、懐中電
灯で確認してください。

配管から水漏れがあり、天井が濡れている
事例です。

排煙機は、火災時に発生する煙を強制的に排気するためのものです。
この点検は、他法令（消防法）により点検が行われている場合は、当該点検
結果をもって支障がない状態を確認することができます。
なお、一般的な小規模の事務所建築では自然排煙での対応が多いため、こ
の排煙機は設置されてない場合が多いと思われます。



ここをクリック

②保全に関する資料満載の「保全技術情報等提供機能」

※システムのログインの方法（ユーザーＩＤやパスワードが必要）は上部機関に確認してください。

　昨年は、保全実態調査にご協力いただき大変ありがとうございました。さて、保全業務支援シ
ステムは、保全実態調査で入力していただいたデータを分析する機能のほか、便利な機能がたく
さんあります。今回は、「保全実態調査評価・分析機能」の一部と保全に関する資料を取り出せ
る「保全技術情報等提供機能」をご紹介します。

ファイル名を
クリックすれば

ファイルが
取出せます

①「評価・分析機能」で自己診断、省エネのきっかけに
　今回は、「保全技術情報等提供機能」の中から、「分析シート１」を紹介します。
保全実態調査情報管理の保全実態調査評価・分析をクリック、検索条件に入力し施設を検索後、
ベンチマークの１のボタンを押すと、エネルギー消費効率を表したグラフが表示されます。赤い
丸が自分の施設、青い丸が他の同程度の施設を表します。見方としては、グラフの右下に近い程
エネルギー消費量が多くかつ運用改善の必要性が高いと考えられる施設となります。これによ
り、自分の施設がどのあたりに位置するのかをチェックしていただき、運用改善の必要性が高い
と考えられる領域に位置する場合は施設の運用に問題がないか、省エネができないかなどについ
て検討されることをお勧めします。

ここをクリック ここをクリック 改善が必要と思われる施設の領域

　メニューから「保全技術情報等提供機能」をクリックするだけです。これらの資料は随時更新
されていますので是非、定期的にチェックされることをお勧めします。

チェックすることにより、
適用施設の範囲が選べます

「2004」を入力。
（2005年度分が確定
するまでは2004）
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設備投資ゼロ円で省エネ
～ビル管理業者の方に聞きました～

　部内勉強会で、福岡市内の図書館において設備投資ゼロ円で光熱費等を平成１０年から対
前年比で７年連続マイナスを目指す取組みにより、着実に省エネの成果をあげられているビ
ル管理業者の方に、その取り組みの内容と成果について、お話を伺いました。
　空気調和機の運転の工夫等、様々なアイデアの中から、今回は、事務庁舎でも簡単に取り
組める省エネ対策と思われる内容について、ご紹介します。

ブラインドは下げておく

自動販売機の冷暖房をチェック

中間期に風除室の自動ドアは運転しない

　冷暖房を運転しない期間（中間期）に風除室にある二重の自動ドアの外部側１機だけを
運転し、内部の自動扉を開放することで開閉電力の節約になります。

　ロビーなどに置いている自動販売機の内部構造は、冷暖切り替えができる３室構造と
なっている場合があります。この場合、室の順番に冷蔵・暖蔵・冷蔵を行っていれば隣
の室の影響を受け、効率が悪く消費電力が大きくなります。冷蔵・冷蔵・暖蔵の順番に
配置することにより、電力の節約になります。

　冬季の日没後はブラインドを下げましょう。窓との間に空気層ができ、断熱効果
により外気温の影響を押さえることができます。

　国土交通省官庁営繕部は、平成１７年７月２９日に国家機関の建築物を管理する各機
関に対して、吹付けアスベスト等の使用実態について調査を依頼、調査結果（１２月２
６日現在）を公表していますので、その内容を紹介します。

　　　・調査対象件数（報告件数）　　　　　　　　　　　　　８４，２７６棟
　　　・吹付けアスベスト等の使用が確認された件数　　　　　　　　９３６棟
　　　　　　うち、封じ込め等の飛散防止対策を実施済みの件数　　　３２５棟
　　　　　　うち、未対策の件数　　　　　　　　　　　　　　　　　６１１棟
　　　・吹付けアスベスト等の使用が確認できていない件数　　　　　５０４棟

　今後の対応として、吹付けアスベスト等の飛散のおそれがある施設については、除
去、封じ込め等の必要な措置を速やかに講ずるほか、吹付けアスベスト等の使用が確認
できていない施設については、分析調査等により使用の有無を確認することが必要とさ
れています。
詳しい内容は、国土交通省のホームページをご覧下さい。
http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha05/14/141227_.html

～国家機関の実態調査結果を公表～


